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第 1節 研究の背景・方法 
平成 20 年度版の高齢社会白書によれば、65 歳以上の高齢者人口は、過去最高の 2746 万







































































1）山本顯治（2006）「法主体のゆくえ」日本法社会学会編 『法主体のゆくえ』法社会学第 64号 有斐閣 
7頁  山本教授は、伝統的な「要保護主体」ではない新たな法主体像が問い直されると指摘している。 
2）大屋雄裕（2006）『法解釈の言語哲学』 勁草書房 3頁 帰結たる命法において、法文を演繹によって
必然的に導出するということは、事実認定が正しかったとすれば、根拠となった法文の規範性が承継され、
個別の命法が規範性を持つということを正当化できるのである。 





4）山本顯治・前掲1） 2頁  
5）北村隆憲（2004） 「法の物語と紛争の語り」日本法社会学会編『法と情動』法社会学第60号 有斐閣 
60頁  
6）和田仁孝（2001）「法廷における法言説と日常的言説の交錯」 棚瀬孝雄編『法の言説分析』ミネルヴ
ァ書房 70頁  
7）葛生栄二郎（2007）「ハビトスとしての人間の尊厳」 ホセ・ヨンパルト他編 『法の理論26』 成文



































































































































































































































































































































































































































































































































































































例から学ぶ 福祉リスクマネジメント 高齢者施設編』南窓社 6-34頁  
2）静岡地方裁判所浜松支部 平成13年9月25日 事案の概要と判旨の紹介については次を参照されたい。
拙稿（2006）「デイサービス利用中の行方不明にかかる死亡事故」 渡辺信英編『介護事故裁判例から学
ぶ 福祉リスクマネジメント 高齢者施設編』南窓社 35-48頁  
3）福岡地方裁判所 平成15年8月27日 事案の概要と判旨の紹介については次を参照されたい。拙稿（2006）
「介護サービス中の見守り義務違反による転倒・骨折事故」 渡辺信英編『介護事故裁判例から学ぶ 福
祉リスクマネジメント 高齢者施設編』南窓社 49-83頁  
4）横浜地方裁判所川崎支部 平成12年2月23日 事案の概要と判旨の紹介については次を参照されたい。
渡辺信英（2006）「特別養護老人ホームにおける誤嚥による死亡事故」 渡辺信英編『介護事故裁判例か
ら学ぶ 福祉リスクマネジメント 高齢者施設編』南窓社 155-165頁 




ト 高齢者施設編』南窓社 84-105頁 
7）東京地方裁判所 平成15年3月20日 事案の概要と判旨の紹介については次を参照されたい。渡辺信英
（2006）「送迎中の転倒・骨折死亡事故」 渡辺信英編『介護事故裁判例から学ぶ 福祉リスクマネジメ




ぶ 福祉リスクマネジメント 高齢者施設編』南窓社 184-196頁 
9）横浜地方裁判所 平成17年3月22日 判例時報 1895号 91頁 
10）大阪高等裁判所 平成18年8月29日 『賃金と社会保障』（2006）1431号 旬報社 41-45頁 
11）東京高等裁判所 平成10年2月9日(判時1629号 ｐ34) 東京地方裁判所 平成9年3月12日 判例タイ





































12）加藤博史（2003）「介護保険施設内事故と訴訟」 『賃金と社会保障』 1353号 旬報社 52頁   
13）菊池馨実（2003）「老健施設入所者の骨折にかかる裁判例」 『賃金と社会保障』 1351・52号 旬報
社 110頁   
14）菊池馨実・前掲 13） 110頁 
15）加藤博史・前掲 15） 52頁 
16）加藤博史・前掲 15） 52頁  




18）菊池馨実・前掲 13） 106頁  
19）大橋謙策（2005）「ケアマネジメントシステムとコミュニティソーシャルワーク」 『コミュニティ






ナー報告集』 42頁  
22）奥田太郎（2008）「特集 人間の尊厳と生命倫理へのコメント」 ホセ・ヨンパルト他編『法の理論27』 































































































1）大屋雄裕「法解釈の言語哲学 クリプキから根元的規約主義へ」勁草書房 ｐ3 2006年 大屋教授は、
三段論法と法的三段論法は、以下のような対応関係があるとする。 
  ＜三段論法＞    大前提   人間は死ぬ運命である。 
             小前提   ソクラテスは人間である 
              結論  ゆえに、ソクラテスは死ぬ運命にある。 
       
＜法的三段論法＞     法文 人を殺した者は、死刑に処する。 
            事実 被告Ａは人を殺した。 
           判決 ゆえに、被告Ａを死刑に処する。 
2）大屋雄裕（2006）「法解釈の言語哲学 クリプキから根元的規約主義へ」勁草書房 3頁  
3）大屋雄裕・前掲2） 4頁 
亀本洋（1990）「法解釈の理論」 大橋智之輔・三島淑臣・田中成明編 『法哲学概要』青林書院 225
頁 亀本教授は「法の解釈とは、法規範の意味内容を解明する作業である」とする。    
4）和田仁孝（2001）「法廷における法言説と日常的言説の交錯 ―医療過誤をめぐる言説の構造とアレゴ
リー― 棚瀬孝雄編著 『法の言説分析』 ミネルヴァ書房 43頁 
5）和田仁孝・前掲4） 43頁  






































































































   ①「私共が訴えたのはよくよくの事だと理解してください。この裁判を通じて、第二、
第三の犠牲者を二度と出さないため安易な妥協をせず、徹底的に本件過誤を追求してもら
うつもりでいますし、それが世のため人のためになればと思っています」(陳述書その四) 
   ②「助けてもらえると信じていましたのに、若い命を医療過誤によって救命してもらえ
ることができず、さぞ本人は無念だったと思うんです。なぜあの子は死ななければならな
かったのか、私は真実が知りたくて提訴しておりますが……」(丁主治医への証人尋問)。 

























































































































































































1）判例時報 1620号 104-111頁 
2）和田仁孝（2001）「法廷における法言説と日常的言説の交錯 ―医療過誤をめぐる言説の構造とアレゴ
リー― 棚瀬孝雄編著 『法の言説分析』 ミネルヴァ書房 56頁  
3）1997年6月13日関西地区放映 毎日放送「映像90本人訴訟」 
4）和田仁孝・前掲 2） 58頁 
5）西坂仰（1992）「エスノメソドロジストは、どういうわけで会話分析を行うようになったのか」好井裕











8）棚瀬孝雄（1994） 『現代の不法行為法 －法の理念と生活政界―』有斐閣 295頁 
9）和田仁孝・前掲2） 59頁 
10）棚瀬孝雄・前掲6） 869頁  




12）棚瀬孝雄・前掲6） 868頁  
物語として自分の経験した出来事を語るとき、そこには道徳的な評価が織り込まれてくるのであって、
法は直接にその人々の生活空間を貫通している規範と接触することになるのである。 
13）井上治典（1993） 「ある不動産取引の分析」『民事手続論』有斐閣 141-169頁  
14）和田仁孝・前掲2） 61-62頁  
15）穂積忠夫「法律行為の解釈の構造と機能」『法学協会雑誌』77巻6号 613-616頁 
16）廣田尚久（1993）『紛争解決学』信山社 166頁 210頁 
17）和田仁孝・前掲2） 62頁 




20）棚瀬孝雄・前掲6） 866頁  
21）和田仁孝・前掲2） 66頁  
22）和田仁孝・前掲2） 68頁  
23）石前禎幸（1989）「物語としての法」『思想』777号 64-87頁  













































































1）横田一（2007）『介護が裁かれるとき』岩波書店 102頁  
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る社会科学的視点から～」東北福祉大学研究紀要第 31巻 45-58頁  































































































1）市野川容孝（2000） 「ケアの社会化をめぐって」 『現代思想 特集 介護 福祉国家のゆくえ』青
土社 vol.28-4 123-125頁 
2）菊池馨実（2003） 「老健施設入所者の骨折にかかる裁判例」 『賃金と社会保障』1351・52号 旬報
社 110頁  













































裁判例から学ぶ福祉リスクマネジメント』南窓社 24頁   
6）市野川容孝・前掲 1）125頁  
7）大橋謙策（2004） 「『統合科学』としての社会福祉学研究と地域福祉の時代」 日本社会福祉学会編 
『社会福祉学研究 50年の回顧と展望』ミネルヴァ書房 67頁  































































































































































































































1）大阪高判平成19年3月6日 『賃金と社会保障 1447号』（2007） 旬報社 55-63頁  
2）菅富美枝（2007） 「成年後見・高齢者介護とエンパワーメント」 ホセ・ヨンパルト 三島淑臣他編 
『法の理論26』成文堂 194頁  
3）菅富美枝（2007） 「認知症の要介護者に対する待機指示と介護施設の安全配慮義務違反」 『賃金と




























































うに説得すべきである（横浜地方裁判所 平成17年3月22日 補助資料⑫）。 
⑥粗暴な利用者に対しては説得するということのみではなく、さらに、Aを他の部屋や階
下に移動させる等して、他の利用者から引き離し、接触できないような措置を講じるべき






















































































































































































から学ぶ 福祉リスクマネジメント」南窓社 79頁   
3）社団法人 シルバーサービス振興会（2005） 『事故防止・事故対応の手引』 64-66頁    
4）横田一・前掲1）124頁 
5）渡辺信英（2006）「老人保健施設における誤嚥による死亡事故」渡辺信英編「介護事故裁判例から学ぶ 
福祉リスクマネジメント」南窓社 145頁   
6）社団法人 シルバーサービス振興会・前掲3）58頁   
7）社団法人 シルバーサービス振興会・前掲3） 59頁 
8）社団法人 シルバーサービス振興会・前掲3） 62頁 
9）『福祉サービスにおける危機管理(リスクマネジメント)に関する取り組み指針～利用者の笑顔と満足 
を求めて～』平成14年3月28日、厚生労働省社会援護局福祉基盤課 



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































1）吉川吉衛（2007）『企業リスクマネジメント』中央経済社 2頁  
2）吉川吉衛・前掲1） 120-121頁   
3）吉川吉衛・前掲1） 120頁 
4）吉川吉衛・前掲1） 120-121頁 
























9）社会法人 シルバーサービス振興会（2005）「事故防止・事故対応の手引」 17頁 
10）社会法人 シルバーサービス振興会・前掲9）18-19頁 
11）大橋謙策（2005） 「わが国におけるソーシャルワークの理論化を求めて」 『ソーシャルワーク研
究 vol.31』 相川書房 16頁  
12）秋山薊二（2002） 「アートとしての技法」 太田義弘・秋山薊 
13）秋山薊二・前掲12） 139-152頁 二編著 『ジェネラル・ソーシャルワーク』 光正館 143頁   
14）志田民吉編著（2007）「社会福祉専門職と法学」 『改訂法学 社会福祉・利用（契約）制度と法』 
建帠社 21頁  
15）社会法人 シルバーサービス振興会・前掲9）27頁  
14）渡辺信英（2006９「老人保健施設における誤嚥による死亡事故」渡辺信英編『介護事故裁判例から学
ぶ 福祉リスクマネジメント』南窓社 146頁   
16）社団法人 シルバーサービス振興会・前掲9）27頁  


































































































































1）奥田太郎（2008） 「特集 人間の尊厳と生命倫理へのコメント」ホセ・ヨンパルト他編『法の理論27』 























介護事故裁判事例（老人保健施設における誤嚥による介護事故 横浜地方裁判所 平成 12
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福島地方裁判所白河支部 平成 15年 6月 3日  
平成14年(ワ)第17号 損害賠償等請求事件 






































 原告の入所当時の介護保険等級上の認定は、要介護度 3であったが、入所後の平成 12年





果、平成 12年 12月 1日から平成 13年 1月 8日までの 39日間のうち、外泊期間（延べ 15
日、25回）を除いた 29日間（53回）のうち、ポータブルトイレの尿を清掃したという「処
理」が 23回、トイレの中を見て空であることを確認したという「確認」が 15回、声をか







  原告は、平成 12年 12月 31日昼から平成 13年 1月 6日夜まで外泊して自宅に帰ってい






































































































































する在宅の要援護老人として、平成 9年 4月 30日、被告施設を参観訪問した後、同年 5月
2 日、7 日、9 日、14 日、16 日、被告施設に通所して、デイサービスを受け、同月 21 日、
同様にデイサービスを受けていたが、同日午前 11時 40分ころ、廊下面から高さ 84センチ









3 原告らの主張  
(1) 亡Ｅは、失語症を伴う重度の老人性認知症であり、被告の職員は、このことを知って
いた。  

















 (5) よって、被告は、原告らに対し、慰謝料各 700 万円、弁護士費用各 42 万円、逸失
利益合計 1695万 5612 円（原告Ａにつき 847万 7807円、同Ｂ、同Ｃ、同Ｄにつき各 282万
5935円）並びにこれらに対する亡Ｅの死亡が確認された平成 9年 6月 21日から支払い済み
まで年 5分の割合による金員を支払う義務がある。 
4 被告の主張 
 (1) 亡Ｅは、平成 9 年 5 月 21 日、被告施設において、デイサービスＥ型を利用してい



















  証拠（省略）によれば、次の事実が認められる。 
 (1) 亡Ｅは、平成 7 年 11 月 27 日、失語を伴う重度の老人性認知症と診断され、平成 8






平成 9 年 4 月ころ、被告に利用を申し入れ、亡Ｅについて自宅における 2 回程度の被告の
支援センターの担当者の面接を経て、認知症老人を利用対象とするデイサービスＥ型の判
定を受け、同平成 9年 4月 30日、原告Ｄ及び亡Ｅとともに、被告施設を訪問し、亡Ｅを体









 (5) 平成 9 年 5 月 21 日の被告施設におけるデイサービスＥ型利用者は、男性 4 名、女
性 5 名の合計 9 名で、職員は寮母 2 名が担当していた。当日は、男性の入浴サービス日で
あり、午前 10 時 15 分から寮母 1 名（Ｆ）が亡Ｅと他の男性 1 名を浴室に連れて行き、そ






































































  証拠（略）によれば、次の事実が認められる。 
 (1) 原告Ａは、亡Ｅの妻、同Ｂ、同Ｃ、同Ｄは、それぞれ、亡Ｅの長女、二女、長男で
ある。 




となって発見されるまで，同人の消息は掴めなかった。   
以上を総合すると、被告職員の不法行為により原告らが被った精神的苦痛を慰謝するに
は、原告Ａにつき 130 万円、その他の原告 3名につき各 43万円をもって相当と認める。 
 原告らが、平成 10 年 6月 1日、本件原告ら訴訟代理人に対し、本件訴訟の提起・追行を
委任したことは、当裁判所に顕著な事実であり、本件事案の内容、性質、難易度、認容額
等に鑑みると、本件不法行為と相当因果関係のある弁護士費用は、原告Ａにつき 13万円そ
の他の原告３名につき各 4万 3000円と認めるのが相当である。 
117 
５ 以上によれば、原告らの請求は、主文第１項の限度で理由がある。 





































福岡地方裁判所 平成15年8月27日  
平成 13年(ワ)第 3648号 損害賠償請求事件 
























































































































































































































































横浜地方裁判所 平成12年6月13日  
平成10年（ワ）第1337号 損害賠償請求事件 





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































4 この判決の第1項は仮に執行することができる。  
＜事実及び理由＞ 
第 1 請求 
1 被告は、原告Ａに対し金 1207万 3730円、原告Ｂに対し金 1160万 1565円、原告Ｃに対
し金 1053万 6865円及びこれらに対する平成 13年 12月 16日から各支払済みまで年 5分の
割合による金員を支払え。 
2 仮執行の宣言 
第 2 事案の概要等 





２ 前提事実（次の(1)の事実は甲 16号証により認められ、その余の事実は争いがない。）  






の利用契約を締結し、ショートステイを利用中の平成 13年 12月 16日、被告の介護職員Ｆ
（以下「Ｆ職員」という。）が介助して食べさせたこんにゃくとはんぺんをのどに詰まら
せて窒息死した。 
３ 争点及び争点に関する当事者の主張  
(1) 被告の職員の過失（ないし注意義務違反）の有無  













































































(2) 損害額  
ア 原告らの主張  
(ｱ) Ｄの逸失利益 
  Ｄは、1年間で 159万 2400円の年金を受給していたところ、死亡当時における平均余
命は 10年であったから、生活費として 2分の 1を控除し、ライプニッツ係数を用いて、逸
失利益の現価を計算すると 614万 7460円となる。相続により、原告Ａは、同額の損害賠償
請求権の 2分の 1を、原告Ｂ及び原告Ｃは、各 4分の 1を、それぞれ取得した。 
 (イ) 慰謝料 
  Ｄの死亡により原告らが被った精神的苦痛に対する慰謝料は、各々800万円を下回らな
い。 
 (ウ) 弁護士費用  
各原告につき、それぞれ 100万円が相当である。 
(エ) 葬儀費用 
  原告Ｂが 106万 4700円を支出したので、原告Ｂの損害として請求する。 
イ 被告の主張 
  原告らの上記主張事実は知らない。 
第三 裁判所の判断 
1 認定事実 
 前記前提事実に、証拠及び弁論の全趣旨を総合すると、次の事実が認められる。  



































㎝×高さ約 3㎝の台形のものと、底辺約 2㎝×高さ約 4.5㎝の直角三角形のものの 2片に





















































































３ 争点(2)について  
(1) 逸失利益 
 証拠によると、Ｄは、平成 12年 4月分以降、国民年金として年額 71万 5700円、厚生年
















につき 80万円、原告Ａ及び原告Ｃにつき各 70 万円とするのが相当である。 
(5) 合計 
 したがって、原告Ｂが被った損害の合計額は 886万 4700円、原告Ａ及び原告Ｃが被った
損害の合計額は各 770 万円となる。 
４ 結論  
よって、原告らの被告に対する請求（不法行為に基づく請求）は、原告Ａにつき 770万
円、原告Ｂにつき 886万 4700円、原告Ｃにつき 770万円及びこれらに対する不法行為の日




























































1 争点1 本件事故の原因(被告の介護・看護職員の過失によるものか。 
2 争点2 R子死亡の原因(一時的処置に当たった医師に過失があるか。 


































































































































































































































































































































































東京地方裁判所 平成15年3月20日 一部判決 一部認容 一部棄却 （確定） 
平成13年（ワ）21116号 損害賠償請求事件 




















































































































































































































































































































































ショートステイ転倒事件 大阪高等裁判所 平成18年8月29日  
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